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■ 総人口：１１２万人

４７都道府県中３４位 ※R２国勢調査より

■ 市町村数：１８ （１４市、３町、１村）

４７都道府県で４番目に少ない

■大分県庁の建築・設備技術職員数 ： ８０人

本 庁 ： ３９人 建築住宅課、施設整備課、

都市・まちづくり推進課、県有財産経営室など

出先機関： ４１人 土木事務所（6ヶ所）、

教育庁、警察、病院局など

：建築基準法（建築確認）、省エネ法

営繕業務、都市計画法（開発許可）・・・

住宅セーフティネット法、高齢者住まい法他
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大分県について

＜九州＞

＜大分県内市町村＞

大分県

土木事務所の

主な事務分掌
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住宅確保要配慮者とは

本人だけでは住宅を確保するのが難しく、配慮や支援が必要な者

住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（平成19年法律第102号）通称：「住宅セーフティネット法」

上記以外で法及び省令で定める者【住宅セーフティネット法】

被災者、更生保護対象者、ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）被害者、犯罪被害者、
中国残留邦人、児童虐待を受けた者、ハンセン病療養所入所者、北朝鮮拉致被害者

大分県が独自に定める者 【大分県賃貸住宅供給促進計画（R元.8）】

UIJターンによる転入者、新婚世帯、ＬＧＢＴ等、児童養護施設退所者、
留学生の生活を支援（同居、近居）する学生、住宅確保要配慮者に対して必要な生活支援等を行う者、
海外からの引揚者、原子爆弾被爆者、戦傷病者
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高齢者 障がい者
（身体、知的、精神、その他）

低額所得者
生活困窮者

外国人 子育て世帯
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34,400 

48,700 

2008年 2018年

25,100 22,100 

2008年 2018年

37,500 
42,100 

2008年 2018年

66,396 62,112 

8,222 10,217 

31,065 37,643 

2007年 2017年

191,441 

265,901 

316,750 
369,192 

371,904 

1990年 2000年 2010年 2020年 2030年

大分県の住宅確保要配慮者と住宅に関する現状

高齢者世帯数の推移（世帯） 障がい者数の推移（人）

賃貸住宅の空き室（戸） 戸建ての空き家（戸）

増加

増加

増加 増加

（身体）

（知的）

（精神）

資料：住宅・土地統計調査（H20，H30）

公営住宅の戸数（戸）

障がい者数は
増加

賃貸住宅の
空室は増加

戸建ての
空き家は増加

減少

資料：大分県障がい者計画（R31.3）資料：国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所

高齢者世帯数は
増加の見込み
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109,972
105,683

公営住宅は
減少

（身体）

（知的）

（精神）
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①大分県居住支援法人・・・ １５者

市町村ごとに居住支援の関係団体を集めて関係づくり

要配慮者の居住支援の促進に関する情報共有を行う

要配慮者であることを理由に入居を拒まない賃貸住宅

要配慮者の住宅さがしや生活サービスなどの手続き支援
を行ってくれる法人

要配慮者に寄り添った対応を行ってくれる不動産屋さん
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セーフティネット制度の枠組み

③セーフティネット住宅・・・10,802戸

主な取組（R5.2.10時点）

④大分県居住支援協議会

②住宅さがしの協力店・・・・ ８４者

国の動き（国土交通省）

Ｈ１９ 住宅セーフティネット法 施行
（住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律）

Ｈ２９ 住宅セーフティネット法 一部改正

大分県の動き

⑤居住支援ネットワーク体制の整備

Ｈ２４ 大分県居住支援協議会設立

Ｒ１ 大分県賃貸住宅供給促進計画
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支援内容
の例

※各法人により支援
内容は異なります

①大分県内の居住支援法人

住宅確保要配慮者の住宅への円滑な入居の支援を行ってくれる法人です。
法に基づき県の指定を受けています。

④見守り
対面・電話などの
定期的な安否確認

⑤その他
医療機関との連携や、成年後見
人、家財処理等の手続支援

入居前 入居後

①相談
住宅探しや生活方法
を一緒に考える

③家賃債務保証
家賃を一時的に
立て替える

②住宅探し
不動産屋さんへ
同行し手続支援
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36
74

30

42
36

37

R2年度 R3年度

居住支援法人の支援により要配慮者の
入居が成立した件数（大分県内）

資料：R２、R３居住支援法人支援業務実績報告書

１６２件

１３４件

高齢者

障がい者

低額所得者

高齢者

障がい者

低額所得者

居住支援法人の名称

所在地 支援の対象

所在地以外に
業務を行える
地域

高齢者
障がい
者

低額所
得者

子育
世帯

その他

１ NPO法人 住むケアおおいた 大分市

県下全域

● ● ● ●
DV被害者・刑
余者・生活困
窮者・外国人

等
２ （株）住むケア東おおいた 大分市 ● ● ● ●

３ （株）住むケア南おおいた 大分市 ● ● ● ●

４ （一社）大分事業支援センター 大分市 県下全域 ●

５ （株）あんしんサポート 大分市 県下全域 ●

６ （有）すぎのこ村ネットワーク 日田市 玖珠町、九重町 ● ● ● 被災者

７ （一社）たけたねっと 竹田市 豊後大野市、由布市庄内 ● ● ● 移住者

８ （株）豊後企画集団 大分市 別府市、日出町 ● ● ● ● 生活困窮者

９ （一社）身元保証ニューライフ 別府市 大分市 ● ●

１０ （一社）ケアリンク 大分市 ● ● ● ● 被災者

１１ がじゅまる保育園 中津市 ●

１２ 社会福祉法人 暘谷福祉会 日出町 杵築市 ● ● ● ●
被災者
外国人等

１３ （一社）ライフカドル協会 大分市 ● ● ● ●
DV被害者、被

災者

１４ 社会福祉法人偕生会 大分市 竹田市 ● ● ● ●

１５ （一社）つみきの家 大分市 県下全域 ● ● ● ●
DV被害者・刑
余者・外国人

等
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②（住宅確保要配慮者の）住宅さがしの協力店

住宅さがしに困っている要配慮者に寄り添った対応を行ってくれる不動産屋さんです。
大分県居住支援協議会が登録しています。
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17
63

58

19
27

R2年度 R3年度
協力店の仲介により要配慮者の入居が

成立した件数（大分県内）

資料：R２、R３住宅さがしの協力店アンケート調査

１５７件

２２件
高齢者

障がい者

外国人

その他
（生活保護等）

高齢者

登録店舗数：８４者
（R5.2.10現在）

大分県
居住支援協議会

登録要件

・ 要配慮者に寄り添った対応を行う

・ 宅建業免許を有している

住宅確保
要配慮者

申請

相談

登録

地域 協力店名 地域 協力店名 地域 協力店名

光陽商事　有限会社 お部屋ラボ 大分駅上野の森口店 有限会社　エステート協和

大分縁不動産　株式会社 お部屋ラボ 賀来店 株式会社ベストライフ

有限会社　南大分土地 お部屋ラボ 萩原店 株式会社　松井組

室井宅建 お部屋ラボ 大在店 合タク不動産

ハウスドゥ！大分南店　(株)M I C お部屋ラボ 光吉店 有限会社　吉川不動産

大分地所　株式会社 お部屋ラボ 大分大学前店 不動産のバロン

株式会社　ライフステージ大分 お部屋ラボ 森町店 有限会社　大洋開発

スムリエ不動産　株式会社 豊見不動産建設 株式会社　豊後産業

株式会社　阿南企画 バリアフリーホーム 有限会社　野津住建

リアルホーム　株式会社 株式会社ハウス 有限会社ウッド

株式会社グッドハウス 有限会社　三共不動産 株式会社　臼杵ニューウエイ

(株)アールイー鑑定ファーム 株式会社ファミリーホーム 有限会社　足立住建

有限会社　松尾興産 (株)別大興産 本社 金只建材工業　株式会社

株式会社　豊拓 (株)別大興産 石垣店 丸善株式会社

三越商事大分株式会社 (株)別大興産 別府駅前店 武内不動産

NK建設リサーチ お部屋ラボ 別府店 株式会社　伊藤不動産

大分住販 有限会社　カトー不動産 株式会社ニッポープランニング

有限会社　日経都市開発 有限会社　エトウホーム ハートピア有限会社

サンサン不動産 (株)別大興産 杵築店 朝日不動産

有限会社 藤博商事 株式会社　ホームズ 有限会社明代不動産

(株)別大興産 森町店 (株)別大興産 日出店 A K 不動産

(株)別大興産 賀来店 お部屋ラボ 日出店 有限会社　奥九州開発

(株)別大興産 大分駅前店 豊興産株式会社 有限会社　エトウ企画設計室

(株)別大興産 下郡営業所 (有)中津ﾘｱﾙｴｽﾃｰﾄｾﾝﾀ-　本社

(株)別大興産 大分中央営業所 株式会社　エリアプラニング

(株)別大興産 大分東営業所 Classic有限会社

(株)別大興産 南大分営業所 株式会社　江河工務店

(株)別大興産 大分営業所 (有)中津ﾘｱﾙｴｽﾃｰﾄｾﾝﾀ-　宇佐店

有限会社　川島不動産

株式会社クラフトホーム

(株)　さとう不動産設計事務所

有限会社　加宝興産

有限会社　栄楽不動産

中部地区

東部地区

北部地区

西部地区

豊肥地区

南部地区

中部地区



OITA

③セーフティネット住宅

住宅確保要配慮者であることを理由に入居を拒まない賃貸住宅です。
大家、不動産屋さんが、ネット上で登録できます。

登録事務主体
・大分市内 ： 大分市住宅課

TEL ： 097-537-5977
・上記以外の県内 ： 大分県建築住宅課

TEL ： 097-506-4677

大家
オーナー

不動産会社
管理会社

セーフティネット住宅
情報提供システム

登録
（無料）

公開

メリット

インターネット上で誰でも閲覧可能 8

12 11

7
1

2

2

2

R2年度 R3年度

（協力店聞き取り）セーフティネット住宅への
要配慮者の入居が確認できた件数（大分県内）

資料：R２、R３住宅さがしの協力店アンケート調査

（要件）・面積２５ｍ2以上
・耐震性がある

１５件

２２件

高齢者

障がい者

外国人

その他
（生活保護等）

高齢者

その他
（生活保護等）

大分県内登録 １０，８０２戸
R5.1.4現在

家族、ヘルパー、不動産屋

要配慮者
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④大分県居住支援協議会

不動産関係団体、居住支援団体、地方公共団体により構成され、要配慮者が賃貸住宅等へ
円滑に入居できる支援方法について協議や情報共有を行っています。

＜R４年度 協議実績＞

R４年８月：総会（書面開催）

R４年９月：居住支援法人部会

R４年１１月：賃貸住宅活用検討部会

᷂ ЏВᶧ̱
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■ 居住支援ガイドブックの作成（R5.2）

■ 居住支援セミナーの開催

会員数：５０者
（R5.2.10現在）

・社会福祉法人大分県社会福祉協議会
・社会福祉法人シンフォニー
・福祉フォーラムin別杵速見実行委員会
・NPO法人自立支援センターおおいた
・大分県内の居住支援法人

・一般社団法人
大分県宅地建物取引業協会
・公益社団法人
全日本不動産協会大分県本部
・公益財団法人日本賃貸住宅管理協会
・公益社団法人
全国賃貸住宅経営者協会連合会
（大分県支部・大分中央支部・大分新支部）
・大分県住宅供給公社

・大分県（住宅部局、福祉部局）
・全１８市町村（住宅部局）
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（R２年度までの課題）

ה ─ ─ ⌐ ⇔⁸ ╩
╡ ↄ ⅜ ↔≤⌐ ⌂╢

ה ─ ┘ ⅜ ⇔≡⁸
┼ ⌐ ╡ ╗ ⅜≢⅝≡™⌂™
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市町村ごとの居住支援ネットワーク体制整備を県が支援

（R３年度以降の取組方針）

市町村ごとに
体制を整備

市町村の庁内の
連携体制を構築

⑤居住支援ネットワーク体制の整備（経緯）

市町村

各土木事務所サポート

本庁

連携
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入居支援
居住支援法人

NPO団体

介護・支援事業者
地域包括支援センター
相談支援事業所
居宅介護支援事業所など

医療機関
病院

ｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ

社会福祉協議会
民生委員

住宅確保
要配慮者

・体制の整備

⑤居住支援ネットワーク体制の整備（イメ―ジ）

支援

連携

凡例

市町村ごとに関係者が連携できる
体制整備を行う。

行政
住宅部局
福祉部局

住宅関連事業者
不動産会社
大家、協力店
民間サービス
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1-1.
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1-2.

STEP3

START

⑤居住支援ネットワーク体制の整備 （大分県建築住宅課）

ṕ Ṗ

ṕ
Ṗ

ṕ
Ṗ

STEP2

STEPể

ṕ Ṗ ṕ
Ṗ

ểỊ
ṕ Ṗ
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1251

63
164

50

483

111

670

39
100

24

356

63

13

その他

被災者世帯（火災）
DV母子世帯
ホームレス
経歴難（刑余者）
外国人

資料：住宅確保要配慮者の生活支援を行っている団体向けアンケート（R３年度実施）

・調査対象期間： 令和２年４月～令和３年３月
・調査回答件数（N）：８３０件
・調査先：市町村社会福祉協議会、地域包括支援センター、居宅介護支援事業所、相談支援事業所

民生委員児童委員協議会、居住支援法人 ※公営住宅窓口における入居相談は含まない

福祉団体へ寄せられる住宅確保要配慮者の住宅へ住み替え相談は年間約2,122件であり、
その半数以上では住み替え先が見つかっていない。特に高齢者、所得の低い世帯が多い。

高齢者 障がい者
（身体）

低額所得者
生活困窮者

障がい者
（精神）

障がい者
（知的その他）

凡例：
■ 福祉団体における住み

替え相談の対応件数
（計：2,122件）

■ （内数）住み替え先が見
つからなかった件数
（計：1,252件）

＜福祉団体における住み替え相談の対応件数と住み替え先が見つからなかった件数＞

（STEP１）居住支援アンケート結果（抜粋）
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（STEP１）居住支援アンケート結果（抜粋）
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大家・不動産屋さんは、高齢者の孤独死や見守りへの支援を求めている。
福祉団体は通常業務で見守りを行っており既に対応が可能なところもある。

⁸ ↕╪ ↑▪fi◔כ♩

■ 高齢者を受け入れる際に、大家さんや不動産事業者

が必要な支援・サポート等 ※複数回答
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（STEP２）居住支援ネットワーク会議（開催状況）

開催実績
R3.8.3
R3.10.7
R4.6.14
R5.2.20

R5.1.30
居住支援協
議会設立

開催実績
R3.8.5
R3.9.30
R4.6.13
R5.2.1

R4.4.20
居住支援協
議会設立

玖珠郡居住支援ネットワーク会議

豊後大野市居住支援ネットワーク会議

日田市居住支援ネットワーク会議

竹田市居住支援ネットワーク会議
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（STEP２）居住支援ネットワーク会議（グループワーク）

（息子）病院へ行き、
障がい者手帳をもら
えば支援メニューが
増える

相談支援
事業所

テーマ：精神障害の疑いのある方のいる世帯の住み替えについて

※条件は実際に不動産屋さんに相談のあった事例をもとに作成
・５０歳男性（息子） の住み替え 統合失調症の疑いがあるが未受診
・８０歳男性 軽い認知症
・８０歳女性（親）は老人ホームに入居
その他条件：住宅はゴミ屋敷、貯金なし、病院から遠いetc・・・

（親）単独で暮らせ
ば包括の見守りや
支援サービスが利
用可能

（息子）住居確保給付金、
生活困窮者自立支援、就
労支援を使っては

食事はフードバ
ンクでもらうこと
もできる

持ち家を売れば
公営住宅も可能

入居できるか
大家さんに相
談してみよう

地域包括
支援
センター

福祉関係課

社協 市の
住宅部局

市内の
不動産屋
さん

他グループの発表を聞き、
使える社会資源の選択肢が増える

なるほど

必要なこと・足りないこと
・横の連携体制、定期的な顔合わせ
・総合的な相談窓口

＜グループワークの様子＞

他業種が集まり実務的な意見交換

2023.2.1 第4回日田市居住支援ネットワーク会議

保証人が親族でなくても
使える高齢者住宅財団の
家賃債務保証がある

居住支援法人
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（STEP３）市町村別居住支援支援協議会（竹田市、豊後大野市）

竹田市居住支援協議会の設立
令和４年４月２０日
事務局：居住支援法人たけたネット、竹田市

豊後大野市居住支援協議会の設立
令和５年１月３０日
事務局：居住支援法人偕生会、豊後大野市

2023 2 4

令和４年度に竹田市、豊後大野市において居住支援協議会が設立された。
また、日田市においても協議会の設立準備中。
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（STEP３）竹田市居住支援協議会の相談フロー
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人件費は民間事業者（行政以外）のみ10/10
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行政

大分県のめざす市町村別の居住支援協議会
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理想は事務局だけが頑張るのではなく、官民が連携すること。
民間が活動しやすいように、民間と行政の合同事務局とし、他のメンバーは積極的に協力。

機能しない協議会

行政などの事務局だけが、取組を企画立案し、構成メ
ンバーは承認するだけ。
現場の実情を知らない事務局だけで考える取組から
は成果が得られないし、民間のアイデアが活かせない

めざすべき市町村別の居住支援協議会

行政と民間（居住支援法人）の合同事務局
民間が考える効果がある取組を実行していく
また、事務局を民間が担うことで、人件費に国交省の補助
金（10/10）を活用
行政担当課は庁内の調整を行い、他課は積極的に協力
県庁（土木事務所）は全般的に事務局をサポート

県
（土木事務所）

市町村
担当課 居住支援法人等

民間

市町村
関係課

福祉団体（社協、地
域包括、相談支援）

行政 民間

不動産
関係者

書類作成
庁内のとりま
とめ

企画立案

補助金申請

予算管理

会の招集

補助金

（人件費）

運営
サポート

活動に協力
部会の司会

物件の提供
見守り
生活支援

国交省

企画立案、補助金申請

予算管理、会の招集

書類作成、庁内取りまとめ

現状把握、事業の執行、、、

？
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協力

市町村

県内大学

大分県
居住支援
協議会

・アンケートの分析
・会議への参加

＜連携体制＞

・会議への参加等

⑤居住支援ネットワーク体制の整備（連携体制）

各土木事務所

国土交通省
・会議への講師派遣

サポート

本庁

連携

＜土木事務所の連携先＞

日田土木
事務所

中津土木
事務所

別府土木
事務所

大分土木
事務所

豊後大野土木
事務所

臼杵土木
事務所

本庁

居住支援ネットワーク会議
実施済み・・・１３自治体

未実地・・・５自治体

凡例 市町村の着色

ờỆ

ờỆ

22
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参加：大分県建築住宅課、 土木事務所（６者 大分、別府、中津、日田、豊後大野、臼杵）
市町 （１１者 大分市、別府市、中津市、日田市、臼杵市、津久見市、竹田市、豊後大野市、

由布市、日出町、玖珠町） 半分以上の市町の住宅・福祉担当者が参加

（行政向け）定期的な会議で職員の理解促進

第2回大分県住宅セーフティネット担当者会議
日時：令和4年7月20日（水）14：30～17：00
講師：大牟田市居住支援協議会 牧嶋誠吾氏

住宅に関する課題だけでも解
決すると職員は楽になる
（市 福祉部局）

参加者の声

福祉部局も参加したことは今
後の庁内連携を進めていく
上で前進 （市 住宅部局）

23
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ʝ ׄ おおいた居住支援フォーラムin豊肥2021）

家族ではない、あたらしい「だから」の創出、支え、支えらえる関係から生じる
社会的役割の創出により自己肯定感も高まると思います。

日時：令和3年11月12日（金）13：00～16：55
参加者：50名（会場27名、ｵﾝﾗｲﾝ23名）
講師：NPO法人やどかりサポート鹿児島 芝田淳 氏

参加者の声

"他者の為"に行動する基本思考を大切にし、支援者をより信頼した
支援を心がけようと思いました。
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横の連携強化（R5.1.27 全国居住支援法人協議会リーダー研修会in大分）

25

2023 2 7

居住支援法人の横の連携体制を構築するための研修会。「使える社会資源を知る」をテーマに
県内の居住支援法人１１者のほか、行政、福祉団体 計 約４０人が参加。

午前中は講演（やどかりサポート鹿児島 芝田氏、(株)あんど 友野氏）

午後は実務的なグループワークを行い、使える社会資源を把握
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大分県の取組事例の紹介（全国）

大分県の取組が国土交通省「居住支援協議会伴走支援プロジェクト」の都道府県の事例と
紹介され、他県において説明

R4.11.17 九州地区 都道府県意見交換会R4.9.14 長野県 市町村居住支援協議会設立に向けた勉強会

国土交通省伴走支援プロジェクトにおける紹介
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さいごに
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居住支援は福祉、住宅政策であり、まちづくりでもある

住宅確保要配慮者にとって、住宅の確保ができないと、仕事さがしやその他のサービスを
受けることが出来ない

大家さんが貸しやすいように地域で支えるしくみをつくり、空き室、空き家を有効活用するこ
とで、住みよいまちづくりにつなげていく


